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関川水系
関係住民意見聴取（パブコメ）で頂いた主なご意見

保倉川放水路関連

○放水路整備後の津波に関するご意見

○平常時の放水路に海水（塩水）が存在することへのご意見
○津波対策及び平常時の海水（塩水）の存在に対し、
潮止堰整備を求めるご意見

○放水路整備後の風、地下水の影響に関するご意見

○放水路整備の今後のスケジュール、移転等の見通し
について、早期の説明を求めるご意見

○早期の放水路完成を求めるご意見

関川、保倉川全般

○河川整備計画策定時（H21）からの事業費の大幅増に対する費用対効果に関する
ご意見

○気候変動対応の着実な推進に関するご意見

①地震・津波への対応関係

③今後の進め方関係

②海水（塩水）への
対応、風、地下水の
影響関係

分類（カテゴリ）
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保倉川放水路関係

関係住民意見聴取（パブコメ） で頂いたご意見を踏まえた今後
の対応について

① 地震・津波への対応関係
② 海水（塩水）への対応、風、地下水の影響関係
③ 今後の進め方関係



L２津波は、住民避難を柱とした総合防災対策を構築する上で想定する津波とされている。
L１津波は、海岸保全施設等を整備する上での設計水位の対象外力となっている。
Ｌ２津波は施設で守り抜くことはできないため、命を守る対策・ソフト対策で対応することが基本である。
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津波レベル

〇発生頻度は極めて低いものの，発生すれば甚大な被害をもたらす津波

基本的考え方

〇住民等の命を守ることを最優先とし，住民の避難を軸に，土地利用，避難施設，防災施設などと組み合わせて，とりうる手段を尽くした
総合的な津波対策の確立が必要である

〇被害の最小化を主眼とする「減災」の考え方に基づき，対策を講ずることが重要である。そのため，海岸保全施設等のハード対策に
よって津波による被害をできるだけ軽減するとともに，それを越える津波に対しては，防災教育の徹底やハザードマップの整備など，
避難することを中心とするソフト対策を重視しなければならない。

比較的頻度の高い津波（L1津波）

津波レベル

〇最大クラスの津波に比べて発生頻度は高く，津波水位は低いものの大きな被害をもたらす津波
（数十年から百数十年の頻度）

基本的考え方

〇人命保護に加え，住民財産の保護，地域の経済活動の安定化，効率的な生産拠点の確保から海岸保全施設等の整備を進めていくこ
とが考えられる。

〇海岸保全施設等については，設計対象の津波水位を越えた場合でも，施設の効果が粘り強く発揮できるような構造物への改良も検討
していく。

出典：津波浸水想定について〔解説〕平成29年11月

最大クラスの津波（L2津波）

Ｌ２津波、Ｌ１津波の内容

関川水系
L2津波、L1津波について （令和4年3月）第22回 関川流域委員会 資料１より一部改



要求性能防護目標定義レベル

【防災】
• 人命を守る • 財産を守る /経済活動を守る

「設計津波」に対しては、可能な限り構造物で人命・財産を守
りきる「防災」を目指す。

発生頻度の高い津波
L1津波

（設計津波）

【減災】
• 人命を守る • 大きな二次災害を引き起こさない
• 経済的損失を軽減する • 早期復旧を可能にする．

「設計津波」を超える規模の津波に対しては、最低限人命を
守るという目標のもとに被害を可能な限り小さくする「減災」を
目指す。

最大クラスの津波L２津波

図 L1津波による津波初期水位分布

1964年新潟地震津波

1983年日本海中部地震津波

図 新潟県によるL2津波対象波源

表 各市町村での水位が最大となる津波波源

平成２９年度に新潟県が公表した津波浸水想定図と同条件となるよう解析モデルを再現し、数値シミュ
レーションを用いて保倉川放水路整備後の予測検討を実施。
L1津波は、関川河口で「1964年新潟地震津波」、保倉川放水路河口で「1983年日本海中部地震津波」の
津波水位が最大となるため、「1964年新潟地震津波」、「1983年日本海中部地震津波」を対象とする。

L2津波は、関川河口から保倉川放水路河口予定位置の沿岸で津波水位が最大となるF41断層を対象とする。
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関川水系保倉川放水路整備後の環境影響等の地元懸念事項について
（放水路への津波遡上） （令和5年12月）第25回 関川流域委員会 資料２－５より



シミュレーションの結果、L１津波では、放水路全体に伝播するものの、開削した放水路から堤内地への浸水は生じない。

L2津波については、放水路整備に伴い今後進める「まちづくり」計画の情報を踏まえて、津波に対する必要な防災対策につい
て上越市等と連携しながら検討を進める。

図 新潟地震による津波(L1津波)の最高水位平面分布（H29新潟県検討時）(放水路なし)

関川河口：T.P.+1.9m
保倉川放水路河口：T.P.+1.6mL１津波

図 新潟地震による津波(L1津波)の最高水位平面分布（放水路あり）

図 日本海中部地震による津波(L1津波)の最高水位平面分布（H29新潟県検討時）（放水路なし） 図 日本海中部地震による津波(L1津波)の最高水位平面分布（放水路あり）

※本検討では、保倉川と
放水路の分派部には
分派堰は想定していない。

関川河口：T.P.+1.4m
保倉川放水路河口：T.P.+2.4m

※本検討では、河口部では、
予測の条件として、
河口閉塞の防止を図るため
導流堤（約200ｍ程度）の
設置を想定。

※変更原案P68、113
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関川水系保倉川放水路整備後の環境影響等の地元懸念事項について
（放水路への津波遡上） （令和5年12月）第25回 関川流域委員会 資料２－５に一部加筆

※放水路なし（左側）のシミュレーションは、比較的発生頻度の高い津波（Ｌ１津波）に対して、せり上がりも含めたＬ１津波高さを検討するため、津波を侵入させない条件（海岸部に無限高さの壁を設定）として計算を実施。
※放水路あり（右側）のシミュレーションは、比較的発生頻度の高い津波（Ｌ１津波）に対して、放水路沿川の浸水有無の把握を目的に、放水路ありで海岸部は現況海岸堤防等の高さ及び位置の条件を国で独自に設定し、
最大津波水位の計算を実施。



放水路により増加する浸水面積：約95ha

図 最大浸水深分布図（保倉川放水路あり）図 最大浸水深図（新潟県公表津波浸水想定［H29公表時］）

L２津波

シミュレーションの結果、L２津波では、放水路整備後において一部で放水路周辺の堤内地への浸水が
生じる。

Ｌ２津波への対応については、シミュレーションの結果を精査し、総合的な津波対策について関係機関
等と連携しながら検討を進める。

※本検討では、保倉川本川からの分派施設は想定していない。
※本検討では、河口部では、予測の条件として、河口閉塞の防止を図るため導流堤（約200ｍ程度）の設置を想定。

関川水系
（参考）放水路への津波遡上（L2津波）
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（令和5年12月）第25回 関川流域委員会 資料２－５より



関川水系
地震・津波への対応関係 今後の検討の考え方（案）（１／２）
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昨年１２月から今年１月にかけての関川水系河川整備計画変更原案に関する関係住
民意見聴取（パブコメ）において、大規模地震発生時の保倉川放水路への津波遡上
による被害の懸念に関するご意見をいただいた。

我が国における河川の津波対策の基本的な考え方は下記のとおり。
○Ｌ２津波（最大クラス、発生頻度は極めて低いものの、甚大な被害をもたらす）
に対しては、住民の命を守ることを最優先として、避難を軸に、まちづくりと
組み合わせて対策を検討（堤防などの施設で被害を防ぐわけではない）
※津波ハザードマップによる対応

○Ｌ１津波（Ｌ２と比べ比較的発生頻度は高く、被害をもたらす）に対しては、
施設の整備により被害を防ぐ

今後実施する保倉川放水路の詳細な施設設計の中で、地震・津波への具体的な対応
について検討を行い、現地に整備する施設の詳細を詰めていく。

ただし、今回の令和６年能登半島地震で発生した津波が比較的発生頻度の高い津波
（Ｌ１津波）を超えるものであったかについて、今後の関係機関等による検討状況
を踏まえた上で、必要な対応を実施していく。



関川水系
地震・津波への対応関係 今後の検討の考え方（案）（２／２）
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また、上記の保倉川放水路の詳細な施設設計と並行して、Ｌ２津波に対しては、
下記を検討し詳細を詰めていく。

○Ｌ２津波は施設による対応を行わないことが、平成23年の東北地方太平洋沖
地震以降の基本的な考え方であるが、
新規で開削する放水路であることを踏まえ、今後どのような対応が可能かに
ついて検討していく。

○国、県、市が連携し、保倉川放水路を核とした命を守るための防災まちづくり
について検討していく。

○あわせて、国、県、市が連携し、命を守るために重要な保倉川放水路整備後の
津波ハザードマップについても今後検討していく。
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保倉川放水路関係

関係住民意見聴取（パブコメ） で頂いたご意見を踏まえた今後
の対応について

① 地震・津波への対応関係
② 海水（塩水）への対応、風、地下水の影響関係
③ 今後の進め方関係



潮止堰を設ける場合潮止堰を設けない場合
（現時点の国の想定案）

イメージ図

淡水（潮止堰は閉鎖）
※他の整備事例では放水路内で水利用有り

海水（塩水）
（放水路と日本海がつながっている状態）

通常時放
水
路
内
の
水

• 潮止堰と越流堤の間が閉鎖された状態とな
るため、放水路内の淡水の水質予測が必要

• 放水路周辺への地下水への塩水浸透防止対
策が必要

• 放水路周辺への飛来塩分の影響について検
討が必要

淡水（潮止堰は開放）淡水洪水時

関川水系保倉川放水路 河口潮止堰 設置有無別 整備イメージ
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日本海

保倉川

日本海

保倉川

潮止堰

※令和5年12月時点の放水路の概略検討結果に基づく比較



関川水系保倉川本川、放水路周辺の既設用・排水路の水質状況

保倉川本川及び放水路周辺の既設用・排水路の水は、放水路に流入することとなる見込み。
保倉川本川及び放水路周辺の既設用・排水路の水質状況は、環境基準に対しては問題ないものの、平常時の保倉川本
川の流量は関川本川と比べ小さく、用排水路の流量も小流量であるため、平常時の放水路への総流入量は小さい。
このため、潮止堰を設ける場合は、放水路へ流入する水の水質と流入後の放水路内の水質及び滞留状況を予測、評価
することが必要となる。
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【令和5年度水質調査結果（6月～11月）による傾向】
・汚れの指標となるCODは、湖沼C類型環境基準値（8mg/L）を潟川、農業排水路で超過している。海域はAA類型相当のきれいな水質である。
・富栄養化原因となる総窒素、全リンは、湖沼Ⅴ類型環境基準値（窒素1mg/L以下、リン0.1mg/L以下）を潟川、農業排水路で超過している。特に南川用水路は10
倍以上高い数値となっている。海域はI類型を大きく下回る非常にきれいな水質である。
・富栄養化の指標となるクロロフィルaは、OECDによる富栄養化基準（25μg/L以上）を潟川、農業排水路で超過している（海域はデータなし）。

海域（No.24）南川用水路下米岡排水路榎井排水路潟川保倉川

※R5.6一斉調査時
の採水写真
（放水路出口付近で
採水）

水写真
河川・用排水路：
R5.9.13調査結果

海水：
R5.9.5調査結果

-
無臭

無黄色透・透視度
35.5cm・無臭

無橙色透・透視度
41.0cm・無臭

淡橙色透・透視度
32.0cm・無臭

淡黄色透・透視度
23.5cm・無臭

淡橙色透・透視度
40.5cm・無臭

色・濁り・
臭い

8.1～8.27.2～7.86.9～7.56.5～7.06.8～7.07.2～7.7Ph
水
質
結
果

6.7～8.86.9～8.47.2～9.36.6～9.45.1～7.97.5～10.0DO（mg/l）
1.1～1.97.3～16.54.3～154.5～254.7～102.6～5.8COD（mg/l）

0.09～0.108.1～24.80.53～0.990.41～1.700.47～1.430.39～0.61総窒素（mg/l）
0.010～0.0120.61～2.590.061～0.2200.077～0.3000.085～0.2320.055～0.083総リン（mg/l）

－2.6～30.5μg/l1.3～17μg/l1.3～28μg/l1.3～30.9μg/l1.5～17.5μg/lクロロフィルa

※湖沼C類型、Ⅴ類型：国民の日常生活(沿岸の遊歩等を含む)において不快感を生じない限度と位置付けられる基準



貧酸素化・富栄養化に
よる水質悪化影響の

イメージ

関川水系
保倉川放水路 河口潮止堰を設置する場合に確認が必要となる事項

潮止堰を設ける場合、放水路内（潮止堰と越流堤の間）が閉鎖された状態とな
るため、放水路内で「富栄養化」、「貧酸素化」による水質悪化が懸念される。
このため潮止堰を設ける場合は、放水路内の水質予測・評価を行う必要がある。
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現象の指標となる水質どのような現象か？確認事項

河川水に含まれる栄養分が自然状態より増え
過ぎてしまうこと。
富栄養化が起こると、水面が緑色になるアオコ
が発生し、その結果、悪臭や景観悪化などが
引き起こされる懸念がある。
また、増殖した植物プランクトンが大量に死骸
となると、有機汚濁による水質悪化を生じる。

富栄養化

川底近くの河川水から酸素がほとんど無くなっ
てしまうこと。
川底では微生物が有機物を分解しており、そ
の分解に酸素が使われる。流れがないと酸素
が使われる一方となるため、酸素が無くなって
しまう。その結果、水中の酸素が不足し、魚類
が生きられなくなり、へい死するなどの悪影響
が引き起こされる懸念がある。

貧酸素化

富栄養化・貧酸素化による

水質悪化影響の
イメージ

魚類のへい死

アオコの発生、景観悪化

アオコによる悪臭

※「富栄養化」により植物プランクトンが増殖し、その死骸が有機物となるため、「富栄養化」は「貧
酸素化」を促進する傾向があり、それぞれの現象は互いに影響している。

ＤＯ（溶存酸素量）

水中に溶けている酸素量の
こと。低くなり過ぎると水生
生物の窒息死を招く。

クロロフィルa

植物プランクトンの存在量を
表し、高いほどアオコ発生
懸念が高まる。



関川水系海水（塩水）への対応、風、地下水の影響関係
今後の検討の考え方（案）（１／3）
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昨年１２月から今年１月にかけての関川水系河川整備計画変更原案に関する
関係住民意見聴取（パブコメ）において、

平常時に放水路内に海水（塩水）が存在することについての驚き、
塩害による稲作への影響、海水の悪臭の懸念と、
放水路内に海水（津波を含め）が浸入しないよう放水路河口に潮止堰を設置を求め
るご意見をいただいた。

また、放水路整備後の風、地下水の影響に関するご意見をいただいた。

第25回関川流域委員会（R5.12.8開催）でお示しした保倉川放水路ルート（附図）
は、現時点までの概略検討に基づくものであり、
放水路河口部の施設、保倉川本川からの分派施設、附帯施設等は、
今後、詳細な測量、設計、検討や関係機関との協議により最終的な形状を決定する
こととしている。
すなわち潮止堰設置の有無についても今後詳細を検討することとしている。
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パブコメでいただいた保倉川放水路に関するご意見への対応として、

①地元へご説明、ご意見をお聞きする場を設ける（複数回開催）

②地元より頂いたご意見を踏まえた国、県、市の検討内容について、
技術的・社会経済的な観点での専門家・学識者等により検討、助言をいただく。
海水(塩水)、風、地下水の影響に関するご意見
→ 保倉川放水路環境調査検討委員会

地震・津波、まちづくりに関するご意見
→ 新たに河川や地震・津波、まちづくりの専門家・学識者からなる検討部会

を設置

③委員会、部会での検討内容を踏まえ、地元より引き続きご意見をいただきながら、
放水路の施設設計を進めていく。

関川水系海水（塩水）への対応、風、地下水の影響関係
今後の検討の考え方（案）（２／3）
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海水（塩水）へのご懸念、ご心配のご意見や放水路整備後の風、地下水の影響等
への対応としては、専門家・学識者からなる「保倉川放水路環境調査検討委員
会」で検討、助言をいただき、その結果を「地元へご説明、ご意見をお聞きする
場」においてご説明させていただく。
その後、引き続き地元からのさらなるご懸念、ご心配のご意見をお聞きしながら、
継続して検討を続けていく。

（議事内容（案））
・環境影響検討項目の予測条件・予測結果
・前回委員会（令和5年12月8日開催）のご指摘への対応（風、地下水の影響含む）
・パブコメ意見と意見への対応（平常時の放水路に海水が存在することへの懸念）

潮止堰を設ける場合における、放水路内の水質予測・評価結果

第３回 保倉川放水路環境調査検討委員会

海水（塩水）への対応 今後の検討の進め方（案）

地元へご説明、ご意見をお聞きする場の開催

保倉川放水路環境調査検討委員会

地元へご説明、ご意見をお聞きする場の開催

関川水系海水（塩水）への対応、風、地下水の影響関係
今後の検討の考え方（案）（３／3）
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保倉川放水路関係

関係住民意見聴取（パブコメ） で頂いたご意見を踏まえた今後
の対応について

① 地震・津波への対応関係
② 海水（塩水）への対応、風、地下水の影響関係
③ 今後の進め方関係



関川水系
今後の進め方（案）（１／２）
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昨年１２月から今年１月にかけての関川水系河川整備計画変更原案に関する関係住
民意見聴取（パブコメ）において、放水路ルート上にお住いの方々等から、
今後の工事着手時期や事業計画、用地補償、移転先等について、早期の説明を求め
るご意見をいただいた。

これを受け、まずは現時点から工事着手までの手順、令和6年度における今後の進
め方（案）についてお示しさせていただく。

令和6年度における今後の進め方（案）について、具体的には、
① 地元へご説明、ご意見をお聞きする場を設ける（複数回開催）
② 地元より頂いたご意見を踏まえた国、県、市の検討内容について、技術的・社

会経済的な観点で、専門家・学識者等により構成される委員会、検討部会で検
討、助言をいただく

③ 委員会、検討部会での検討内容を踏まえ、地元より引き続きご意見をいただき
ながら、放水路の施設設計を進めていく

いずれにしても、地元の方々のご懸念、ご心配の内容を県、市とも連携してしっか
りとお聞きし、地元に寄り添った対応を行っていく。



関川水系
今後の進め方（案）（２／２）
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また、今後３０年間の実施内容を定める「関川水系河川整備計画」については、
気候変動を踏まえた計画の変更を行うことで、法定計画として位置付けがなされ、
気候変動に対応した保倉川放水路のさまざまな検討を進めていくことが可能とな
る。

すなわち、保倉川放水路で実際に整備する施設の詳細検討は、整備計画の変更を
経て、今後本格的に、地元の皆様のご意見をお聞きしながら計画的に実施してい
く。

海水（塩水）への対応や風、地下水の影響等、ご懸念やご心配をいただいている
点については、保倉川放水路環境調査検討委員会での検討、助言を踏まえ、放水
路の事業計画へ反映することを検討していく。



関川水系
４．今後の進め方（案）
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防災まちづくり
の検討

保倉川放水路ルート提示（R5.12.8）

環境調査・
検討

地元へ
ご説明、
ご意見を
お聞きする場

○ 放水路の最終的な形状の決定に向けた、
詳細な測量、設計、検討や関係機関等との協議の実施
・測量 →詳細な地形把握等
・設計、検討→放水路の堤防・護岸、管理用通路、

河口部の施設、保倉川本川からの分派施設等

○ 附帯施設（橋梁、樋門等）の最終的な形状の決定に向けた、
詳細な測量、設計、検討や関係機関等との協議の実施

※放水路整備に伴う用地補償の対象の方々との調整を含む

関
川
水
系
河
川

整
備
計
画
変
更

放水路の最終的な形状の決定※

※附帯施設（橋梁、樋門等）に関する測量、設計、検討、関係機関等との
協議については、放水路形状決定後もまちづくり検討と合わせて進める

地元へ
ご説明、
ご意見を
お聞きする場

工事実施中の
現地環境の

把握に向けた
調査を継続

事業計画のご説明 ・ 用地幅杭打設（事業用地範囲）

土地や建物などの調査、調査結果の確認、補償金の算定

用地協議（補償内容及び補償金の説明、契約 等）

工事の実施

土地の引渡し、補償金のお支払い



関川水系今後の進め方（案）令和6年度

第
24
回

関
川
流
域
委
員
会

第
25
回

関
川
流
域
委
員
会

河
川
整
備
計
画
変
更
骨
子
案

(

目
標
流
量
・変
更
の
考
え
方
）

公
表

河
川
整
備
計
画
変
更
原
案

(

本
文
・附
図
）
公
表

第
27
回

関
川
流
域
委
員
会

河
川
整
備
計
画
変
更
案

(

本
文
・附
図
）

公
表

関
係
住
民

意
見
聴
取

関
係
省
庁
協
議

河
川
整
備
計
画

変
更

関
係
知
事
意
見
聴
取

※スケジュールは、今後の検討・調整
等により変更となる場合があります。

第
２
回

保
倉
川
放
水
路
環
境

調
査
検
討
委
員
会

第
●
回

保
倉
川
放
水
路
環
境

調
査
検
討
委
員
会

環
境
レ
ポ
ー
ト
案

公
表
・審
議

地
元
懸
念
事
項
に
対
す
る
検
討

結
果

環
境
へ
の
影
響
検
討

環
境
レ
ポ
ー
ト

公
表

第
３
回

保
倉
川
放
水
路
環
境

調
査
検
討
委
員
会

パ
ブ
コ
メ
を
踏
ま
え
た
地
元
懸

念
事
項
に
対
す
る
検
討
結
果

環
境
影
響
検
討
項
目
の

予
測
条
件
・予
測
結
果

第
１
回

保
倉
川
放
水
路
環
境

調
査
検
討
委
員
会

環
境
レ
ポ
ー
ト
作
成
に
向
け
た

調
査
計
画
案
の
提
示

第
26
回

関
川
流
域
委
員
会

意
見
聴
取
結
果

意
見
を
踏
ま
え
た
対
応
に
つ
い
て

審
議

（
塩
水
に
関
す
る
意
見
）

（
津
波
に
関
す
る
意
見
）

保倉川放水路周辺の防災まちづくりの検討に向けて
流域委員会の下部組織として、河川や地震、津波、まちづくりの専門家、
学識者等からなる部会を設置し、住民意見を踏まえながら検討、助言を頂く

・道路ネットワークの検討
・洪水・津波等被害最小化のための防災施設等の配置検討
・水辺空間を活用したまちづくり検討（賑わいの創出等）

防
災
ま
ち
づ
く
り
案

防
災
ま
ち
づ
く
り

検
討

保
倉
川
放
水
路

治
水
対
策
・
防
災

ま
ち
づ
く
り
検
討

部
会
（
仮
称
）

保倉川放水路整備に伴う地元の懸念に関する検討（国）

保倉川放水路 具体的な施設計画の検討（国、県、市が連携）

放水路周辺の防災まちづくりに関する検討（国、県、市が連携）

地元へご説明、ご意見をお聞きする場の開催（複数回）

令
和
５
年
12
月
８
日

令
和
５
年
７
月
26
日

河
川
整
備
計
画
の
変
更

（
気
候
変
動
へ
の
対
応
）

令
和
５
年
12
月
８
日

令
和
３
年
６
月
15
日

技
術
的
・
社
会
経
済
的
な
観
点
で
の
専
門
家
・

学
識
者
等
に
よ
る
検
討
・
意
見
聴
取

→

検
討
結
果
は
流
域
委
員
会
へ
報
告

相互調整・連携

地元へご説明、ご意見を
お聞きする場の開催

20

令和６年度末予定


